
工 事 設 計 書
事 業 名

概 要

工 事 名

工 事 価 格

令和8年度　道路メンテナンス事業

小竹橋補修工事

工 事

阿波市阿波町大久保

L= 6.0 ｍ   W= 3.0 ｍ   
橋梁補修工一式　
　橋台工　　 　 1.0式、法面保護工　　1.0式
　かご工　　　　1.0式、仮設工　　　　1.0式

橋梁補修工事

工事費

消費税相当額

起 工

理 由

第

号

設計 検算

位 置

円也



執 行 年 度 令和 8 年度

小竹橋補修工事工 事 名

変 更 回 数

諸 経 費 区 分 公共 令和08年度

工 種 区 分 橋梁保全工事

単価適用年月日 令和08年09月01日公共 (訂正資料)

単 価 地 区 徳島東部１

機損適用年月日 令和08年     公共機械損料

歩掛適用年月日 令和08年07月 公          共

施工地域･施工 補正無し

前払金支出割合
区 分

３５％を超え４０％以下

契約保証に係る
補 正

発注者が金銭的保証を必要とする場合

現場環境改善費 計上しない



小竹橋補修工事

総 括 表

費 目 ・ 工 種 ・ 種 別 ・ 細 目 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

工事費

1 式

本工事費

1 式

橋梁保全工事01

1 式

合計

阿波市

1



小竹橋補修工事

本工事費内訳書

費 目 ・ 工 種 ・ 種 別 ・ 細 目 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

橋梁保全工事01

1 式

橋台工

1 式

台座コンクリート

1 式

Ｐ 1 号

コンクリート ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)打設

無筋･鉄筋構造物 18-8-40(高) 小型 5 m3

Ｐ 2 号

型枠

一般型枠 鉄筋･無筋構造物 3 m2

Ｐ 3 号

コンクリート削孔(電動ハンマドリル)

200mm以上400mm以下 11 孔

施 1 号

鉄筋工 加工･組立

差筋および杭頭処理 0.011 ｔ

橋台基部コンクリート

1 式

施 2 号

岩盤清掃

10 m2

Ｐ 1 号

コンクリート ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)打設

無筋･鉄筋構造物 18-8-40(高) 小型 13 m3

Ｐ 2 号

型枠

一般型枠 鉄筋･無筋構造物 13 m2

法面保護工

1 式

防草コンクリート

1 式

Ｐ 4 号

コンクリート 人力打設

小型構造物 18-8-25(高) 小型 0.17 m3

Ｐ 5 号

基礎砕石

7.5cmを超え12.5cm以下 2 m2

かご工

1 式

角形じゃかご

1 式

Ｐ 6 号

ふとんかご 設置

階段式 50cm×120cm 6 ｍ

仮設工

1 式

阿波市
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小竹橋補修工事

本工事費内訳書

費 目 ・ 工 種 ・ 種 別 ・ 細 目 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

水替工

1 式

施 3 号

土のう積工

小口並べ 製作･積立･撤去 9 m2

耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管（ﾊｳｴﾙ管）設置

R30 呼び径700mm-1,000m 時間的制約受ける 10 ｍ

耐圧ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾘﾌﾞ管（ﾊｳｴﾙ管）

R30-1,000 L2,000 5 本

水替工

1 式

施 4 号

ポンプ設置･撤去(小口径)

口径50mm 1 箇所

施 5 号

ポンプ運転(小口径)

作業時排水 0以上7未満(m3/h) 60 日

足場工

1 式

施 6 号

単管傾斜足場

13.5 掛m2

交通管理工

1 式

施 7 号

交通誘導警備員Ｂ

8 人日

直接工事費計

共通仮設費計

1 式

共通仮設費(率化)

1 式

共通仮設費率分

1 式

純工事費

1 式

現場管理費

1 式

工事原価

1 式

一般管理費等

1 式

阿波市
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小竹橋補修工事

本工事費内訳書

費 目 ・ 工 種 ・ 種 別 ・ 細 目 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

工事価格

1 式

消費税等相当額

1 式

合計

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-4-④-8､9                 

第 1 号 施工単価表 鉄筋工 加工･組立  差筋および杭頭処理 

1     ｔ 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

土木一般世話役

人

鉄筋工

人

普通作業員

人

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ[油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型]

最大吊上能力25t吊 日

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用棒鋼

SD345 D13 1.03 ｔ

諸 雑 費 （率＋丸め）

％

土木一般世話役

人

鉄筋工

人

普通作業員

人

諸 雑 費 （率＋丸め）

％

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅲ-3-②-8                   

第 2 号 施工単価表 岩盤清掃 

10     m2 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

土木一般世話役

人

特殊作業員

人

普通作業員

人

諸 雑 費 （率＋丸め）

％

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-5-⑨-4                   

第 3 号 施工単価表 土のう積工 小口並べ 製作･積立･撤去 

10     m2 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

土のう

62×48cm(普通) 170 袋

土木一般世話役

人

普通作業員

人

諸 雑 費 （率＋丸め）

％

普通作業員

人

諸 雑 費 （率＋丸め）

％

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 積算基準(土木工事) P422               

第 4 号 施工単価表 ポンプ設置･撤去(小口径) 口径50mm 

1     箇所 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

土木一般世話役

人

普通作業員

人

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 積算基準(土木工事) P422               

第 5 号 施工単価表 ポンプ運転(小口径) 作業時排水 0以上7未満(m3/h) 

1     日 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

土木一般世話役

人

普通作業員

人

発動発電機運転(賃料)

ｶﾞｿﾘﾝ2kVA 日

諸雑費

％

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-5-⑥-2                   

第 6 号 施工単価表 単管傾斜足場  

100     掛m2 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

土木一般世話役

人

とび工

人

普通作業員

人

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ[油圧伸縮ｼﾞﾌﾞ型]

最大吊上能力25t吊 日

諸 雑 費 （率＋丸め）

％

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-5-⑳-1                   

第 7 号 施工単価表 交通誘導警備員Ｂ 

1     人日 当り

名      称   ・   規      格 数 量 単位 単    価 金      額
明細単価番号
摘 要

交通誘導警備員B

人

諸 雑 費 （丸め）

1 式

計

単位当たり

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-4-①-1                   

第 1 号 施工パッケージ コンクリート ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)打設  無筋･鉄筋構造物 18-8-40(高) 小型

1     m3 当り

名      称   ・   規      格
金額
構成
比(%)

金      額
構成
比
(%)

基準地区単価 積算地区単価
明細単価番号
摘 要

【機械】

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ)[標準･ｸﾚｰﾝ機能付き]

ﾊﾞｹｯﾄ容量0.8m3 吊能力2.9t吊

その他(機械)

【労務】

特殊作業員

普通作業員

土木一般世話役

運転手(特殊)

その他(労務)

【材料】

生ｺﾝｸﾘｰﾄ

18-8-40 高炉 W/C≦60%

軽油

その他(材料)

【端数調整】

[条件]

[J1] = 1 構造物種別 無筋･鉄筋構造物 [J9] = 2 打設工法 ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)打設

[N1] = 29 ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 18-8-40(高) [J5] = 2 養生工の種類 一般養生

[JB] = 1 費用の内訳 全ての費用 [N2] = 2 生ｺﾝ小型車割増区分 小型車割増4t車

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-4-②-1                   

第 2 号 施工パッケージ 型枠  一般型枠 鉄筋･無筋構造物 

1     m2 当り

名      称   ・   規      格
金額
構成
比(%)

金      額
構成
比
(%)

基準地区単価 積算地区単価
明細単価番号
摘 要

【労務】

型わく工

普通作業員

土木一般世話役

その他(労務)

【端数調整】

[条件]

[J1] = 1 型枠の種類 一般型枠 [J2] = 1 構造物の種類 鉄筋･無筋構造物

阿波市

13



小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-2-⑮-1                   

第 3 号 施工パッケージ コンクリート削孔(電動ハンマドリル)  200mm以上400mm以下 

1     孔 当り

名      称   ・   規      格
金額
構成
比(%)

金      額
構成
比
(%)

基準地区単価 積算地区単価
明細単価番号
摘 要

【機械】

発動発電機[ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ駆動]

2KVA

その他[電動ﾊﾝﾏﾄﾞﾘﾙ]

穴あけ能力φ38～40mm

その他(機械)

【労務】

特殊作業員

普通作業員

土木一般世話役

その他(労務)

【材料】

ｶﾞｿﾘﾝ

ﾚｷﾞｭﾗｰ

その他(材料)

【端数調整】

[条件]

[J1] = 2 削孔深さ 200mm以上400mm以下

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-4-①-1                   

第 4 号 施工パッケージ コンクリート 人力打設  小型構造物 18-8-25(高) 小型

1     m3 当り

名      称   ・   規      格
金額
構成
比(%)

金      額
構成
比
(%)

基準地区単価 積算地区単価
明細単価番号
摘 要

【労務】

普通作業員

土木一般世話役

特殊作業員

その他(労務)

【材料】

生ｺﾝｸﾘｰﾄ

18-8-25(20) 高炉 W/C≦60%

【端数調整】

[条件]

[J1] = 2 構造物種別 小型構造物 [J9] = 3 打設工法 人力打設

[N1] = 41 ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 18-8-25(高) [J5] = 2 養生工の種類 一般養生

[J7] = 2 現場内小運搬の有無 無し [JB] = 1 費用の内訳 全ての費用

[N2] = 2 生ｺﾝ小型車割増区分 小型車割増4t車

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-2-②-1                   

第 5 号 施工パッケージ 基礎砕石  7.5cmを超え12.5cm以下 

1     m2 当り

名      称   ・   規      格
金額
構成
比(%)

金      額
構成
比
(%)

基準地区単価 積算地区単価
明細単価番号
摘 要

【機械】

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ)[標準]

ﾊﾞｹｯﾄ容量0.8m3

その他(機械)

【労務】

普通作業員

特殊作業員

運転手(特殊)

土木一般世話役

その他(労務)

【材料】

再生ｸﾗｯｼｬｰﾗﾝ

RC-40

軽油

その他(材料)

【端数調整】

[条件]

[J1] = 2 砕石の厚さ 7.5cmを超え12.5cm以下 [J2] = 8 砕石の種類 再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ40～0

[J3] = 1 費用の内訳 全ての費用

阿波市
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小竹橋補修工事 基準書 Ⅱ-2-⑳-1                   

第 6 号 施工パッケージ ふとんかご 設置  階段式 50cm×120cm 

1     ｍ 当り

名      称   ・   規      格
金額
構成
比(%)

金      額
構成
比
(%)

基準地区単価 積算地区単価
明細単価番号
摘 要

【機械】

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型)[標準型･排対型:3次基準]

ﾊﾞｹｯﾄ容量0.8m3

【労務】

普通作業員

特殊作業員

運転手(特殊)

土木一般世話役

【材料】

角形じゃかご

GS-3 4.0mm（#8） 13*50*120

割栗石

150-200mm

軽油

その他(材料)

【端数調整】

[条件]

[J1] = 1 作業区分 設置 [J2] = 2 ふとんかご種別 階段式

[J3] = 2 ふとんかご規格 50cm×120cm

阿波市
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数 量 総 括 表

工種 名称 規格・寸法 数量区分 単位 数量 摘要

A2橋台基礎復旧工

　　台座コンクリート

コンクリート σck=18N/mm2 m3 5.00 

型枠 一般 m2 3.00 

差し筋アンカー D13 kg 11 

削孔 φ18 箇所 11 

　　橋台基部コンクリート

コンクリート σck=18N/mm2 m3 13.00 

型枠 一般 m2 13.00 

岩盤清掃 m2 10.00 

取合法面保護工

基礎砕石 t=10cm m2 2.00 

防草コンクリート σck=18N/mm2  t=70mm m3 0.17 

ふとんかご工

ふとんかご設置工 階段式　500×1200 m 6.00 

仮設工

土のう設置工 62×48cm 小口並べ 袋 187 

ハウエル管設置工 R-30-1000 L=2000 NR m 10.0 

水替え工 排水量0m3/h以上40m3/h未満 台 1 

単管傾斜足場 掛m2 13.5 



§1. A2橋台基礎復旧工

　1-1．台座コンクリート

(1) コンクリート （σck = 18N/㎜2 ）　

現地形状が複雑であるため、代表断面に対して延長を乗じて算出を行う。

・断面積

 1/2 ×( 1.860 + 1.210 )× 1.050 ＝ 1.62 ｍ2

・コンクリート

 1/2 ×( 2.320 ＋ 3.310 )× 1.620 ＝ 4.57 ｍ3

(2) 型枠(一般型枠)

下流側 1.050 × 3.310 ＝ 3.48 ｍ2

(3) 差し筋アンカー(D13)

( 2.320 ＋ 2.570 )/ 1.000 × 2 ＝ 8 本

3.310 / 1.000 × 1 ＝ 3 本

n ＝ 11 本

削孔(φ18) n ＝ 11 箇所

11*0.995 ＝ 10.95 kg

　1-2．橋台基部コンクリート

(1) コンクリート （σck = 18N/㎜2 ）　

DL=253.000

D

GH=260.199

F

GH=254.621

1:0.2

H.W.L=257.170

A1 A2

4
5
0
0 2140

350

700 1030

1680

2
2
8
0

1
5
3
0

7
0
0

側 面 図 S=1:50
1‐1

1
:
0
.
2

基部コンクリート
σck≧18N/mm2



現地形状が複雑であるため、代表断面に対して延長を乗じて算出を行う。

1) 前面部+崩落部

・断面積

 1/2 ×( 0.350 + 1.730 )× 0.700 ＝ 0.73

 1/2 ×( 1.730 + 2.140 )× 1.530 ＝ 2.97

 1/2 ×( 2.140 + 1.680 )× 2.280 ＝ 4.36

ΣA ＝ 8.06 ｍ2

・コンクリート

8.060 × 0.960 ＝ 7.74 ｍ3

2) 側面部

・コンクリート

 1/2 ×( 0.350 + 1.250 )× 4.500 ＝ 3.60 ｍ3

3) 角部

・コンクリート

 1/3 × 1.250^2 ×  1/2 × 6.250 ＝ 1.63 ｍ3

- 1/3 × 0.350^2 ×  1/2 × 1.750 ＝ -0.04 ｍ3

ΣV ＝ 1.59 ｍ3

4) 裾部

・コンクリート

 1/3 × 0.850 × 0.900 ×  1/2 × 0.450 ＝ 0.06 ｍ3

ΣV ＝ 12.99 ｍ3

(2) 型枠(一般型枠)

前面 4.500 ×√ (1.000^2 + 0.200^2) × 0.960 ＝ 4.41 ｍ2

側面 4.500 ×√ (1.000^2 + 0.200^2) × 0.560 ＝ 2.57 ｍ2

角部  1/2× {√ (0.350^2 + 0.350^2) +√ (1.300^2 + 1.250^2) }

×√ (4.589^2 - {(1.803 - 0.495) ×  1/2}^2 )＝ 5.22 ｍ2

裾部  1/2 × 4.500 ×√ (1.000^2 + 0.200^2) × 0.560 ＝ 1.28 ｍ2

ΣA ＝ 13.48 ｍ2

(3) 岩盤清掃(コンクリート打設面) 　

前面 4.500 × 0.960 ＝ 4.32 ｍ2

側面 4.500 × 0.560 ＝ 2.52 ｍ2

裾部  1/2 × 4.500 ×√ (0.850^2 + 0.900^2) ＝ 2.79 ｍ2

ΣA ＝ 9.63 ｍ2



§2. 取合法面保護工

〇 A2橋台基部の岩崩落の要因となっている立木について、切倒しを行う。

切倒した後の取り合い部の新たな植生を防ぐため、張りコンクリートを実施する。

　2-1．立木切倒し

n ＝ 1 本

　2-2．張コンクリート（防草コンクリート）

1.220 × 1.280 ＝ 1.57

1.080 × 0.350 ＝ 0.38

 1/2 × 1.080 × 0.960 ＝ 0.52

ΣA ＝ 2.47 ｍ2

2.47*0.07 ＝ 0.17 m3
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§3. ふとんかご設置工

〇 台座コンクリート打設箇所の洗掘を防ぐため、下流側にふとんかごの設置を行う。

ふとんかご （階段式　500×1200）

L ＝ 2.00 ×( 1.000 + 2.000 ) ＝ 6.00 ｍ

間詰め材（割栗石）

 1/2 ×( 2.370 + 3.140 )× 0.670 × 0.500 ＝ 0.93 ｍ3

 1/2 ×( 3.140 + 2.900 )× 0.530 × 0.500 ＝ 0.81 ｍ3

 1/2 ×( 2.900 + 2.650 )× 0.510 × 1.000 ＝ 1.42 ｍ3

 1/2 ×( 2.650 + 3.310 )× 0.690 × 1.000 ＝ 2.06 ｍ3

-2.000 × 1.200 × 0.500 ＝ -1.20 ｍ3

-2.000 × 1.200 × 1.000 ＝ -2.40 ｍ3

V ＝ 1.62 ｍ3

（設置については現地形に合わせて配置を行い、間詰め材として割栗石等で隙間を埋
めるものとする。）
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§4. 仮設工

　4-1．土のう設置工（小口並べ）

高さ 設置幅

上流側  1/2 × 1.000 × 1.500 ×( 1.590 + 1.780 ) ＝ 2.53 ｍ3

n ＝ 127 袋

下流側  1/2 × 0.600 × 0.900 × 4.390 ＝ 1.19 ｍ3

n ＝ 60 袋

Σn ＝ 187 袋

　4-2．ハウエル管設置工

R-30-1000 L=2000 NR L ＝ 10.00 ｍ

　4-3．水替え工

排水ポンプ （排水量0m3/h以上40m3/h未満） n ＝ 1.00 台

（約60日間）

　4-4．単管傾斜足場

1-2 (2) 型枠工より A ＝ 13.48 掛ｍ2

延長

土のうは山形に設置するため、（直高×設置幅）÷2×延長で求めた体積に対して、１袋当たり

の土量(0.02m3/袋)より必要な袋数を求めるものとする。
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阿波市土木工事特記仕様書（令和 7 年 2 月 1日以降適用） 

 

（徳島県土木工事共通仕様書の適用） 

第１条  本工事の施工にあたっては、「徳島県土木工事共通仕様書 令和 6 年 7 月」に基づき実

施しなければならない。ただし、共通仕様書の各章における「適用すべき諸基準」で示され

た示方書、指針、便覧等は改定された最新のものとする。なお、工事途中で改定された場合

は、この限りでない。 

また、「徳島県土木工事共通仕様書」に定めのないもので、機械工事の施工にあっては「機

械工事共通仕様書（案）」（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課）、電気通信設備工事

にあっては「電気通信設備工事共通仕様書」（国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室）に

基づき実施しなければならない。 

 

（徳島県土木工事共通仕様書に対する変更事項等） 

第２条　「徳島県土木工事共通仕様書 令和 6 年 7 月」に対する変更事項は、次のとおりとす

る。 

また、「徳島県土木工事共通仕様書令和 6年 7 月」において、「徳島県公共工事標準請負契

約約款」、「約款」とあるのは、「阿波市公共工事標準請負契約約款に関する規則（以下「約

款」という。）」と読み替えるものとする。 

 

第１編　共通編 

第１章　総　則 

第１節　総　則 

1-1-1-1　適　用 

1.適用工事 

削除 

1-1-1-2　用語の定義 

1.監督員 

監督員とは、主任監督員、現場監督員を総称していう。 

なお、主任監督員の明示のない場合における現場監督員は主任監督員の権限を、現場監

督員の明示のない場合における主任監督員は現場監督員の権限をそれぞれ併せて有するも

のとする。 

2.総括監督員 

削除 

3.主任監督員 

主任監督員とは、現場監督総括業務を担当し、主に、受注者に対する指示、承諾又は協

議（軽易なものを除く。）の処理、受注者が作成した図面（軽易なものを除く。）の承諾

を行い、また、契約図書に基づく工程の管理、立会、段階確認、工事材料の試験又は検査

の実施（他のものに実施させ当該実施を確認することを含む。）で重要なものの処理、関

連工事の調整、一時中止又は打切りの必要があると認める場合における「発注者」への報

告を行う者をいう。 

1-1-1-8　監督補助員 

受注者は、設計図書で監督補助員の配置が明示された場合は、次の各号によらなければ

ならない。 

(1) 受注者は、監督補助員が監督員に代わり現場に臨場し、立会等を行う場合には、そ

の業務に協力しなければならない。また、書類（計画書、報告書、データ、図面等）



の提出に際し、説明を求められた場合にはこれに応じなければならない。 

(2) 監督補助員は、約款第 9 条に規定する監督員ではなく、指示、承諾、協議及び確認

の適否等を行う権限は有しないものである。ただし、監督員から受注者に対する指

示、通知等を監督補助員を通じて行うことがある。 

(3) 受注者が監督員に対して行う報告又は通知は、監督補助員を通じて行うことができ

る。 

1-1-1-9　現場技術員 

受注者は、設計図書で建設コンサルタント等に委託した現場技術員の配置が明示された

場合は、次の各号によらなければならない。 

(1) 受注者は、現場技術員が監督員に代わり現場に臨場し、立会等を行う場合には、そ

の業務に協力しなければならない。また、書類（計画書、報告書、データ、図面等）

の提出に際し、説明を求められた場合にはこれに応じなければならない。 

(2) 現場技術員は、約款第 9 条に規定する監督員ではなく、指示、承諾、協議及び確認

の適否等を行う権限は有しないものである。ただし、監督員から受注者に対する指

示、通知等を現場技術員を通じて行うことがある。 

(3) 受注者が監督員に対して行う報告又は通知は、現場技術員を通じて行うことができ

る。 

　1-1-1-11　工事着手 

　　　　受注者は、設計図書に工事に着手すべき期日について定めのある場合を除き、特別の

事情がない限り、工事開始日以降 30 日以内に工事着手しなければならない。 

1-1-1-12　工事の下請負 

1.一般事項 

受注者は、下請負に付する場合には、以下の各号に掲げる要件をすべて満たさなければ

ならない。 

(1) 受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。 

(2) 下請負者が、阿波市の入札参加資格者である場合には、入札参加資格停止期間中で

ないこと。 

(3) 下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。 

(4) 受注者は、下請契約を締結するときは、下請負に使用される技術者、技能労働者等

の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備される

よう、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金

及び適正な工期等を定める下請け契約を締結しなければならない。 

2.下請負人の優先選定 

受注者は、本工事の一部を下請に付する場合、阿波市内に主たる営業所を有する者の中

から優先して選定するよう努めなければならない。 

なお、設計金額が 1 億円以上の工事にあっては、阿波市内に主たる営業所を有する者以

外と下請契約する場合は、阿波市内企業を選定できない理由を記載した文書を事前に監督

員に提出しなければならない。 

1-1-1-14　土木施工管理技術検定制度等の活用 

　1.当初請負対象金額 4,500 万円以上 9,000 万円未満の土木一式工事または舗装工事 

　　　削除 

　2.当初請負対象金額 9,000 万円以上の土木一式工事または舗装工事 

　　　削除 

1-1-1-15　現場代理人及び主任技術者等 

1.選任通知 



(1) 受注者は、「現場代理人及び主任技術者等選任通知書」（以下「選任通知書」とい

う。）を、総合評価落札方式の場合は落札候補者となった時点で工事発注担当者へ、そ

の他の場合は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 14 日以内に監督員へ提出し、確

認を受けなければならない。ただし、共同企業体の場合は、代表構成員は現場代理人及

び主任技術者又は監理技術者を選任することとし、その他の構成員は主任技術者を選任

することとする。なお、この選任通知書の提出後、その内容を変更しようとする場合

は、監督員と協議しなければならない。また、監督員との協議により変更が認められた

ときは、変更日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 14 日以内に監督員に変更した選任

通知書を提出し、確認を受けなければならない。 

(2) 削除 

(3) 受注者は、選任通知書提出時に次のものを提示しなければならない。なお、提示物は

写しでも可とする。 

① 現場代理人と受注者（共同企業体の場合は代表構成員）との直接的かつ恒常的な雇

用関係が確認できるもの（健康保険証等）。 

② 主任技術者又は監理技術者と受注者（共同企業体の場合は各構成員）との直接的か

つ恒常的な雇用関係が確認できるもの（健康保険証等）。ただし、監理技術者資格者

証で確認できる場合は、この限りでない。なお、入札参加資格として技術者の専任配

置が求められた工事における主任技術者又は監理技術者は、開札日（随意契約は見積

書提出日）以前に受注者と 3 ヶ月以上の雇用関係がなければならない。 

(4) 受注者は、選任通知書に次のものを添付しなければならない。 

① 主任技術者又は監理技術者の資格又は実務経験 

・建設業法第 7 条第 2 号ハ、及び同法第 15 条第 2 号イ又はハに該当する有資格者

（土木施工管理技士等）については、技術者取得資格証明書（技術検定に合格した

者については、合格証明書受領までの期間（合格通知書の交付日より半年程）は合

格通知書で可） 

・建設業法第 7 条第 2 号イ又はロ、及び同法第 15 条第 2 号ロに該当するものについ

ては、実務経験証明書 

② 監理技術者を選任した場合（下請金額の総額が 5,000 万円以上）は、監理技術者資

格者証及び監理技術者講習修了証（それぞれ表、裏とも） 

7.その他、現場代理人及び主任技術者等に関する取扱いについて 

受注者は、上記 1～6 のほか、現場代理人及び主任技術者等に関する取扱いについて

は、阿波市が定める「現場代理人、主任技術者等の適正な配置について」「現場代理人の

常駐義務緩和に関する取扱要領」によらなければならない。 

　1-1-1-16　受発注者間の情報共有 

発注者及び受注者は、受発注者間の設計思想の伝達及び情報共有を図るため、設計者、

受注者、発注者が一堂に会する会議を施工者が設計図書の照査を実施した後及びその他必

要に応じて開催することを協議できる。 

1-1-1-19　工事の一時中止 

4.「徳島県土木工事の一時中止に係るガイドライン（案）」について 

発注者及び受注者は、上記 1 ～ 3 のほか、工事の全部又は一部の施工について一時中

止する場合は、「徳島県土木工事の一時中止に係るガイドライン（案）」を参考とする。 

1-1-1-20 設計図書の変更 

設計図書の変更とは、入札に際して発注者が示した設計図書を、発注者が指示した内容

及び設計変更の対象となることを認めた協議内容に基づき、発注者が修正することをい

う。 

なお、発注者又は監督員と受注者は、設計図書の変更に係る業務の円滑化を図るため、



「阿波市土木工事設計変更ガイドライン」に基づき、対等の立場で合議し、信義に従って

誠実に契約を履行するものとする。 

1-1-1-21　工期変更 

1.一般事項 

約款第 15 条第 7 項、第 17 条第 1 項、第 18 条第 5 項、第 19 条、第 20 条第 3 項、第 22

条第 1 項、第 23 条第 1 項及び第 41 条第 2 項の規定に基づく工期の変更について、約款第

24 条第 1 項の工期変更協議の対象であるか否かを監督員と受注者との間で確認する（本

条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督員はその結果を受注者に通知する

ものとする。 

1-1-1-24 建設副産物 

2．マニフェスト 

受注者は、建設副産物が搬出される工事においては、建設発生土は建設発生土搬出調

書、産業廃棄物は産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）又は受渡確認票（電子マニフェス

ト）により、適正に処理されていることを確かめるとともに、監督員に建設発生土搬出調

書を提出しなければならない。また、産業廃棄物管理票又は受渡確認票の写しを工事しゅ

ん工検査請求書提出時までに監督員に提示しなければならない。 

なお、当初契約図書に明記された搬出先から変更があり、かつ、搬出先が建設発生土処

分場である場合は、監督員に建設発生土処分場確認書を提出しなければならない。 

8.建設リサイクル法通知済証の掲示 

受注者は、一定規模以上の工事においては、工事現場の公衆の見やすい場所に工事着手

日までに「建設リサイクル法通知済証」を掲示し、工事しゅん工検査が終了するまで存置

しておかなければならない。なお、「建設リサイクル法通知済証」は契約締結後から工事

着手日までの期間に発注者から支給することとする。 

1-1-1-25　監督員による確認及び立会等 

4.遵守義務 

受注者は、約款第 9 条第 2 項第 3 号、第 13条第 2項又は第 14 条第 1 項若しくは同条第

2 項の規定に基づき、監督員の立会を受け、材料の確認を受けた場合にあっても、約款第

17 条及び第 32 条に規定する義務を免れないものとする。 

5.段階確認 

段階確認は、阿波市が定める「土木工事における段階確認実施要領」に基づいて行うも

のとする。 

1-1-1-28　工事完成図書等の納品 

1.工事完成図書の納品 

(1) 受注者は、約款、共通仕様書等に規定する書類を監督員に提出しなければならない。

なお、様式が定められていないものは、監督員の指示によらなければならない。 

(2) 削除 

2.電子納品 

削除 

1-1-1-29　しゅん工検査 

6.検査対応 

受注者は、阿波市工事検査規程に基づく軽微な破壊検査が行えるよう準備しなければな

らない。この場合において、検査における掘削、破壊、削孔、抜き取り等の箇所は、検査

後、直ちに復旧しなければならない。 

1-1-1-30 部分払検査等 

7.中間前払金の請求 



受注者は、約款第 35 条に基づく中間前払金の請求を行うときは、公共工事の中間前金

払事務取扱要領に基づき中間前金払認定請求書及び工事履行報告書を作成し、当該中間前

払金に関する保証契約に係る保証証書を添えて、工事発注担当者に提出しなければならな

い。 

1-1-1-31　中間検査 

1.一般事項 

受注者は、阿波市工事検査規程に基づく、中間検査を受けなければならない。 

1-1-1-33　施工管理 

  3.標示板の設置 

　　　受注者は、施工に先立ち工事現場又はその周辺の一般通行人等が見やすい場所に、工事

目的、工期、発注者名、受注者名、連絡先、電話番号等を記載した標示板（工事看板）を

設置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去する。ただし、標示板の設置が困難な場合は、

監督員と協議し、しかるべき処置を講じなければならない。 

なお、標示板の記載にあたっては、実際の現場作業期間や時間帯など、工事に関する情

報をわかりやすく記載するものとする。 

また、記載内容については、工事内容に応じて、阿波市が定める「工事現場における標

示施設等の設置基準」を参考にするものとする。 

　　9.工事情報共有化 

削除 

12.賃金水準確保等に関するポスター掲示 

受注者は、監督員から技能労働者への適切な賃金水準の確保等に関するポスターの掲示

指示があった場合、工事関係者が見やすい場所に掲げるとともに、掲示状況について工事

写真として提出しなければならない。 

　1-1-1-35　週休二日の対応 

　　　　受注者は、原則、週休二日に取り組むよう努めなければならない。 

　1-1-1-36　工事関係者に対する措置要求 

　　2.技術者に対する措置 

　　　　発注者又は監督員は、主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐及び専門技術者（こ

れらの者と現場代理人を兼務する者を除く。）が工事目的物の品質・出来形の確保及び

工期の遵守に関して、著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、

その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

1-1-1-37　工事中の安全確保 

6.架空線等事故防止対策 

　　受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場、土取り場、

建設発生土受入地、資材等置き場等、工事に係わる全ての架空線等上空施設の現地調査

（場所、種類、高さ等）を行わなければならない。 

　1-1-1-40　事故報告書 

　　　　受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員に連絡する。 

1-1-1-43　交通安全管理 

　　16.交通誘導警備員の勤務実績報告 

受注者は、交通誘導警備員を配置した場合は、「交通誘導警備員勤務実績報告書」を作

成し、1 ヶ月ごとに勤務実績が確認できる資料（勤務伝票の写し）とともに、監督員に提

出しなければならない。 

なお、受注者は、合格証明書の写し等資格要件の確認ができる資料を事前に監督員に提

出しなければならない。また、検定合格警備員は、当該業務に従事している間は合格証明

書を携帯し、かつ、監督員の請求があったときは、これを提示しなければならない。 



1-1-1-55　阿波市内産技術等の優先使用 

受注者は、阿波市内企業が開発した技術等（技術、材料、工法）を優先して使用するよ

う努めるものとし、使用できない場合は、県内企業が開発した技術等（技術、材料、工

法）を優先して使用するよう努めるものとする。 

1-1-1-57　しゅん工標の設置 

削除 

1-1-1-60　暴力団等からの不当要求又は工事妨害の排除 

受注者は、工事の施工に関し、暴力団等から不当要求又は工事妨害を受けた場合には、

阿波市が定める「暴力団等による建設工事への不当介入対応マニュアル」により対応しな

ければならない。 

1-1-1-62　市内在住者の優先雇用【追加項目】 

受注者は、工事の施工に際して、作業員等の雇用を必要とする場合は、阿波市内に住所

を有する方を優先して雇用するよう努めなければならない。 

第３章　無筋・鉄筋コンクリート 

第３節　レディーミクストコンクリート 

1-3-3-2　工場の選定 

5.阿波市内の工場の選定【追加項目】 

受注者は、レディーミクストコンクリートを使用する工事を施工する場合、阿波市内の

工場から出荷されたレディーミクストコンクリートを使用するよう努めなければならな

い。 

 

第２編　材 料 編 

第１章　一般事項 

第３節　阿波市内産資材等 

2-1-3-1　阿波市内産資材の原則使用 

1.一般事項 

受注者は、建設資材を使用する工事を施工する場合、原則として阿波市内産資材の使用

に努め、使用できない場合は県内産資材を使用しなければならない。ただし、特段の理由

がある場合はこの限りでない。 

なお、ＷＴＯ対象工事については、阿波市内産資材及び県内産資材を優先して使用する

よう努めるものとする。 

 

阿波市内産資材【県内産資材】（次のいずれかに該当するもの） 

① 材料の主な部分を阿波市内産出【県内産出】の原材料を使用している製品 

② 阿波市内【徳島県内】の工事で加工、製造された製品 

注１ 部材、部品が阿波市外製品【県外製品】であっても、阿波市内の工場【県内の工

場】で加工製造した製品（二次製品）であれば阿波市内産資材【県内産資材】として取

り扱う。 

注２ 阿波市内企業が市外【県内企業が県外】に立地した工場（自社工場）で加工製造し

た製品も阿波市内産資材【県内産資材】として取り扱う。 

注３ 徳島県土木工事共通仕様書、公共建築工事標準仕様書その他関連する示方書等の基

準を満たす資材、製品であること。 

※県内産資材については【】内の記載内容で読み替えるものとする。 

 

2.阿波市内産資材等を使用できない場合の理由書の提出 



受注者は、阿波市内産資材以外の資材を使用する場合は、事前に監督員へ阿波市内産資

材を使用できない理由を記載した書面及び確認資料の提出が必要か確認を行い、指示に従

うものとする。 

また、受注者は、県内産資材以外の資材を使用する場合は、県内産資材を使用できない

理由を記載した書面及び確認資料を事前に監督員へ提出し、承諾を得なければならない。 

2-1-3-2　阿波市内産原材料等の優先使用 

受注者は、建設資材を使用する工事を施工する場合、阿波市内産出の原材料を用いた資

材を優先して使用するよう努めるものとし、使用できない場合は、県内産出の原材料を用

いた資材を優先して使用するよう努めるものとする。 

2-1-3-3　阿波市内企業調達資材等の優先使用 

受注者は、阿波市内に主たる営業所を有する者から調達した資材（以下「阿波市内企業

調達資材」という。）を優先して使用するよう努めるものとし、使用できない場合は、県

内に主たる営業所を有する者から調達した資材（以下「県内企業調達資材」という。）を

優先して使用するよう努めるものとする。 

なお、阿波市内企業調達資材以外を使用する場合は、事前に監督員へ阿波市内企業調達

資材を使用できない理由を記載した書面及び確認資料の提出を行い、指示に従うものとす

る。 

また、県内企業調達資材以外を使用する場合は、県内企業調達資材を使用できない理由

書を記載した書面及び確認資料を事前に監督員へ提出しなければならない。 

　2-1-3-4　阿波市内産再生砕石の原則使用 

　　　　受注者は、再生砕石を使用する工事を施工する場合、阿波市内の再資源化施設（廃棄

物の処理及び清掃に関する法律第 15 条第 1 項に基づく許可を有する施設（同法第 15 条

の 2 の 6 第 1 項に基づく変更の許可において同じ。））で製造された再生砕石を原則とし

て使用するものとし、使用できない場合は、県内の再資源化施設（廃棄物の処理及び清

掃に関する法律第 15 条第 1 項に基づく許可を有する施設（同法第 15 条の 2 の 6 第 1 項

に基づく変更の許可において同じ。））で製造された再生砕石を使用しなければならない。 

第２章　土木工事材料 

第４節　木材 

2-2-4-2　阿波市産木材等の使用 

1.阿波市産等の木製型枠の使用 

受注者は、コンクリート打設用型枠を使用する場合、原則として阿波市産木材を使用し

た型枠（阿波市産木製型枠）の使用に努め、使用できない場合は、県産木材を使用した型

枠（県産木製型枠）を使用しなければならない。ただし、特段の理由がある場合はこの限

りでない。 

2.工事看板等への阿波市産木材等の使用 

受注者は、工事において使用する工事看板・バリケード等については、阿波市産木材を

用いた木製品を優先して使用するよう努め、使用できない場合は、県産木材を用いた木製

品を優先して使用するよう努めるものとする。 

3.産地証明書類の提出 

受注者は、阿波市産木材又は県産木材を使用する場合は、徳島県木材認証機構から発行

される「産地認証」証明書の写しを監督員へ提出しなければならない。ただし、県内の森

林から直接調達するなど、「産地認証」証明書がない場合は、木材調達先の産地及び相手

の氏名等を記入した書類を監督員へ提出しなければならない。 

 

第３編　土木工事共通編 

第１章　一般施工 



第３節　共通的工種 

　3-1-3-25　銘板工 

　　1.橋名板 

受注者は、親柱又は袖柱の橋名板を次の位置に取り付けなければならない。 

（1）漢字の橋名は、阿波市役所に向かって左側か若しくは道路起点側から見て左側親

柱の正面とする。 

（2）しゅん工年月は、阿波市役所に向かって右側か若しくは道路終点側から見て左側

親柱の正面とする。 

（3）ひらがなの橋名は、阿波市役所を背にして橋に向かって左側か若しくは道路終点

側から見て右側親柱の正面とする。 

（4）河川名等は、阿波市役所を背にして橋に向かって右側か若しくは道路起点側から

見て右側親柱の正面とする。 

　3-1-3-34　境界工 

　　3.設置位置 

受注者は、境界杭（鋲）の設置にあたっては、設計図書に示す場合を除き，杭の中心点

を用地境界線上に一致させ、文字「阿波市」が内側（官地側）になるようにしなければな

らない。 

第１４節　法面工（共通） 

3-1-14-2　植生工 

19.契約不適合責任期間 

植生における約款第 42条第 2項の契約不適合責任期間は 1 年間とする。 

 

第６編　河川編 

第１章　築堤・護岸 

第１１節　付帯道路工 

　6-1-11-10　集水桝工 

集水桝工の施工については、第 3 編 3-1-3-30 集水桝・マンホール工の規定による。 

第３章　築堤・護岸 

第１節　付帯道路工 

3.適用規定（2） 

構造物撤去工、仮設工は、第 3 編第 1 章第 9 節構造物撤去工、第 10 節仮設工の規定に

よる。 

第 7 節　水路工 

　6-3-7-4　集水桝工 

集水桝工の施工については、第 3 編 3-1-3-30 集水桝・マンホール工の規定による。 

第８章　河川維持 

第６節　構造物補修工 

　6-8-6-4　ボーリンググラウト工の施工 

　　14.コーキングの実施 

受注者は、注入中、堤体等にセメントミルクの漏えいを認めたときには糸鉛、綿鉛、モ

ルタルによりコーキングを行わなければならない。 

第 9 章　河川修繕 

第 7 節　管理用通路工 

　6-8-6-4　排水構造物工 



　　2.適用規定（2） 

排水構造物工のうち、集水桝工、人孔、蓋の施工については、第 3 編 3-1-3-30 集水

桝・マンホール工の規定による。 

 

第 7 編　河川海岸編 

第１章　堤防・護岸 

第 5 節　護岸基礎 

　7-1-5-6　海岸コンクリートブロック工　 

　　6.養生 

受注者は、コンクリート打設後の施工については、第 1 編 1-3-6-9 養生の規定によらな

ければならない。 

なお、養生用水に海水を使用してはならない。 

第 12 節　排水構造物工 

　7-1-12-4　集水桝工 

集水桝工の施工については、第 3 編 3-1-3-30 集水桝・マンホール工の規定による。 

第 14 節　付帯道路工 

　7-1-14-2　作業土工（床掘り・埋戻し） 

作業土工の施工については、第 3 編 3-1-3-3 作業土工（床掘り・埋戻し）の規定によ

る。 

　7-1-14-9　集水桝工 

集水桝工の施工については、第 3 編 3-1-3-30 集水桝・マンホール工の規定による。 

 

第９編 

第３章 

第４節 

　9-3-4-7　注入 

　  10.漏えい対策 

受注者は、注入中、岩盤表面等へのセメントミルクの漏えい等に注意をはらい、セメン

トミルクの漏えいを認めたときには、糸鉛、綿糸、モルタルによりコーキングを行わなけ

ればならない。 

 

第１０編　道路編 

第 1 章　道路改良 

第 1 節　適用 

　　2.適用規定（1） 

道路土工、構造物撤去工、仮設工は、第 1 編第 2 章第 4 節道路土工、第 3 編第 1 章第 9

節構造物撤去工、第 10 節仮設工の規定による。 

第２章　舗装 

第７節　踏掛版工 

　10-2-7-1　一般事項 

　　3.適用規定 

受注者は、踏掛版工の施工については、「道路土工－盛土工指針」（日本道路協会）の

踏掛版及び施工の規定、第 10 編 10-2-7-4 踏掛版工の規定によらなければならない。これ

により難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。


